
和歌山市所管スポーツ施設指定管理者の募集に係る質問に対する回答

令和８年９月１０日現在

No. 資料名 P. 項目 質問事項 回答

1 募集要項 1
Ⅰ基本事項
3.施設の概要について

機械警備のある施設（市民体育館・河南体育館・
松下体育館）について、施設の図面は閲覧、公開
は可能でしょうか。
現在 機械警備がない施設も今後、機械警備を導入
予定はありますでしょうか。

施設平面図を公開します。（別添）
機械警備がない施設に機械警備の導入予定はありません。

2 決算資料
※備考
〇業務委託料明細

各体育館(松下・市民・河南)の１年間(令和７年
度)の機械警備料の内訳をお教えください。

Ｒ７機械警備料の内訳は次の通りです。
松下　198,000円
市民　203,280円
河南　155,760円

3 募集要項 18
１０ 協定の締結
（２）協定保証金の納付

共同企業体の場合は、すべての構成団体が、契約
時までに、市の競争入札参加資格の有資格者にな
らないと不納付の対象にならないのか。

すべての構成団体が、契約時までに、市の競争入札参加資格の有資格者になる
か、和歌山市契約規則（平成１５年規則第８３号）第３４条に該当する場合は不
納付となる。（別添：和歌山市契約規則、第３４条の運用基準）
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市民体育館平面図



 

       

河南総合体育館平面図
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○和歌山市契約規則 

平成１５年５月３０日 

規則第８３号 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 一般競争入札 

第１節 一般競争入札に参加する者の資格（第２条） 

第２節 公告及び競争（第３条―第１６条） 

第３節 落札者の決定等（第１７条―第２０条） 

第４節 電子情報処理組織による一般競争入札の特例（第２０条の２・第２０条の３） 

第３章 指名競争入札（第２１条―第２３条の２） 

第４章 随意契約（第２４条―第２７条の２） 

第５章 せり売り（第２８条・第２９条） 

第６章 契約の締結（第３０条―第３６条） 

第７章 契約の履行（第３７条―第３９条） 

第８章 契約の解除（第４０条―第４２条） 

第９章 雑則（第４３条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、法令その他別に定めがあるもののほか、本市が行う契約に係る事務に関し

必要な事項を定めるものとする。 

第２章 一般競争入札 

第１節 一般競争入札に参加する者の資格 

（入札参加者の資格） 

第２条 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」という。）第１６７条の４

第２項各号のいずれかに該当すると認められるときは、その者について３年以内の期間を定め

て本市が行う一般競争入札に参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使

用人として使用する者についても、また同様とする。 

第２節 公告及び競争 

（入札の公告） 

第３条 市長は、一般競争入札により契約を締結しようとするときは、次に掲げる事項について

公告するものとする。 

（１）入札に付する事項 
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（２）入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

（３）契約条項を示す期間及び場所 

（４）入札執行の日時及び場所 

（５）入札保証金及び契約保証金に関する事項 

（６）入札に参加する者に必要な資格のない者のした契約の申込みの効力に関する事項 

（７）入札に関する条件に違反した契約の申込みの効力に関する事項 

（８）契約の締結についての議会の議決の要否 

（９）契約書作成の要否 

（１０）郵便による入札書の提出の可否 

（１１）最低制限価格の設定の有無 

（１２）その他必要な事項 

２ 前項の公告は、入札期日の前日から起算して１０日前までに行うものとする。ただし、やむ

を得ない事由がある場合は、当該期間を５日以内に限り短縮することができる。 

（入札保証金の額） 

第４条 政令第１６７条の７第１項の規則で定める入札保証金の額は、入札金額の１００分の５

に相当する額以上の額（単価による入札にあっては、市長が定める額）とする。 

（入札保証金の納付の代替） 

第５条 一般競争入札に参加しようとする者は、入札保証金の納付に代えて次に掲げる有価証券

を担保に供することができる。 

（１）国債証券（無記名のものに限る。） 

（２）地方債証券（無記名のものに限る。） 

（３）小切手（市長が認める金融機関の自己宛振出小切手又は支払保証小切手に限る。） 

（入札保証金の不納付） 

第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入札に参加しようとする者に

入札保証金を納めさせないこととすることができる。 

（１）一般競争入札に参加しようとする者が保険会社との間に本市を被保険者とする入札保証保

険契約を締結したとき。 

（２）政令第１６７条の５第１項の規定により市長が定めた資格を有する者による一般競争入札

に付する場合において、当該落札者が契約を締結しないこととなるおそれがないと認められ

るとき。 

（予定価格の決定） 

第７条 市長は、一般競争入札に付する事項の価格（和歌山市財務に関する条例（昭和３９年条

例第１２号）第５条の規定による財産の交換を一般競争入札に付して行う場合にあっては、交

換しようとするそれぞれの財産の価格の差額）の総額について、当該事項に関する仕様書、設
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計書等により予定価格を定めなければならない。ただし、一定期間継続して行う製造、修理、

加工、売買、供給、使用等の契約の場合においては、単価についてその予定価格を定めること

ができる。 

２ 予定価格は、契約の目的となる物件又は役務について、取引の実例価格、需給の状況、履行

の難易、数量の多寡、履行期間の長短等を考慮して適正に定めなければならない。 

（調査基準価格の設定等） 

第８条 市長は、一般競争入札により工事又は製造その他についての請負の契約を締結しようと

する場合において、必要があると認めるときは、その者と契約を締結することが公正な取引秩

序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められる場合の基準となる価格

（以下「調査基準価格」という。）をあらかじめ定めるものとする。 

２ 市長は、調査基準価格を下回る価格をもって契約の申込みをした者を落札者とすべき事態が

生じたときは、当該契約の申込みの価格の内訳等を精査し、当該契約の申込みの価格が公正な

取引秩序を乱すおそれがあって著しく不適当であるかどうかを決定するものとする。 

（最低制限価格の決定） 

第９条 市長は、政令第１６７条の１０第２項の規定によりあらかじめ最低制限価格を設ける場

合は、予定価格の１００分の６６から１００分の９２までの範囲内で定めるものとする。この

場合においては、第７条第２項の規定を準用する。 

（予定価格の事前公表） 

第１０条 市長は、一般競争入札を適正かつ合理的に行うため特に必要があると認めるときは、

予定価格を事前に公表することができる。 

（予定価格調書の作成等） 

第１１条 市長は、予定価格を記載した予定価格調書を作成し、封書にして、開札の際これを開

札場所に置かなければならない。ただし、前条の規定により予定価格を入札執行前に公表して

いる場合は、この限りでない。 

２ 調査基準価格又は最低制限価格を定めた場合は、これらの価格を予定価格に併記しなければ

ならない。 

（契約の申込みの無効） 

第１２条 次の各号のいずれかに該当する一般競争入札における契約の申込みは、無効とする。 

（１）一般競争入札に参加する資格のない者が行った契約の申込み 

（２）同一事項について２以上行った契約の申込み 

（３）違法の行為が介在した契約の申込み 

（４）入札書の記載事項が不明な契約の申込み 

（５）入札書に記名及び押印のない契約の申込み 

（６）その他入札の条件に反して行われた契約の申込み 
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（入札の方法） 

第１３条 一般競争入札における契約の申込みは、入札書を入札の執行日時までに入札の執行場

所に直接提出することにより行わなければならない。 

２ 入札保証金を要する場合にあっては、前項の入札書に入札保証金を納付した旨を証する書類

を添えなければならない。 

３ 代理人により契約の申込みをしようとするときは、入札の執行前に代理人であることを証す

る書類を提出しなければならない。 

４ 市長は、特に必要があるときは、郵便による入札書の提出を認めることができる。この場合

においては、第２項の規定を準用する。 

（入札に係る行為の取消し） 

第１４条 市長は、入札において違法行為が行われたときは、当該入札に係る行為を取り消すこ

とができる。 

（入札の執行の中止） 

第１５条 市長は、入札において違法行為が行われるおそれがあると認めるとき又はやむを得な

い事由が生じたときは、当該入札の執行を中止することができる。 

（入札の執行の延期） 

第１６条 市長は、特別の理由があるときは、入札の執行を延期することができる。 

第３節 落札者の決定等 

（落札の通知） 

第１７条 市長は、落札者が決定したときは、直ちに口頭又は文書によりその旨を落札者に通知

するものとする。 

（契約書の提出等） 

第１８条 落札者は、落札の通知を受けた日から７日以内に、契約書を市長に交付するとともに

契約保証金を納めさせないこととした場合を除き、契約保証金を納めなければならない。ただ

し、市長が特に必要があると認めるときは、その期限を延長することができる。 

（議決を要する契約） 

第１９条 前条の規定にかかわらず、議会の議決を要する契約にあっては、落札者は、落札の通

知を受けた日から７日以内に、議会の議決を得たときに本契約を締結する旨を記載した仮契約

書を市長に交付しなければならない。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、その期

限を延長することができる。 

２ 市長は、仮契約を締結したものに係る議会の議決を得たときは、遅滞なくその旨を当該契約

の相手方に通知しなければならない。 

３ 前項の通知を受けた仮契約の相手方は、契約保証金を納めさせないこととした場合を除き、

契約保証金を納めなければならない。 
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（入札保証金の返還又は帰属） 

第２０条 入札保証金は、落札者が決定したとき又は入札に係る行為が取り消されたとき若しく

は入札の執行が中止されたときに返還する。ただし、落札者に係る入札保証金は、契約の締結

後に返還する。 

２ 落札者がその責めに帰すべき事由により契約の締結期限までに契約を締結しないときは、入

札保証金（第５条の規定により入札保証金の納付に代えて担保に供された有価証券を含む。）

は、本市に帰属する。 

３ 第６条の規定により市長が入札保証金を納めさせないこととした者が落札者となった場合に

おいて、その者がその責めに帰すべき事由により契約締結期限までに契約を締結しないときは、

市長は、その者から落札金額の１００分の５に相当する額の違約金を徴収するものとする。 

第４節 電子情報処理組織による一般競争入札の特例 

（定義） 

第２０条の２ この節並びに第２３条の２、第２７条の２及び第３２条の２において「電子情報

処理組織」とは、本市の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下この節において同じ。）

と入札に参加しようとする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処

理組織をいう。 

（電子情報処理組織による一般競争入札の特例） 

第２０条の３ 市長は、必要があると認めるときは、電子情報処理組織を使用して一般競争入札

（公有財産及び物品（和歌山市物品管理規則（昭和５１年規則第１４号）第２条第１号に規定

する備品に限る。次項及び第３９条において同じ。）の売払い並びに工事等（建設業法（昭和

２４年法律第１００号）第２条第１項に規定する建設工事及び建設工事に係る調査、測量、設

計、監理等の業務をいう。以下この条、第２３条の２及び第２７条の２において同じ。）に係

るものに限る。第４項及び第５項において同じ。）を行うことができる。 

２ 前項の規定により電子情報処理組織を使用して一般競争入札（公有財産及び物品の売払いに

係るものに限る。第３２条の２において同じ。）を行う場合における次の表の左欄に掲げる規

定の適用については、これらの規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。 

第３条第１項第４号 入札執行の日時及び場所 入札の期間及び開札の日時 

第３条第２項 入札期日 入札の期間の初日 

第４条 入札金額の１００分の５ 予定価格の１００分の１０ 

第１２条第４号 入札書の記載事項 入札書（入札書に記載すべき事項を記録

した電磁的記録（電子的方式、磁気的方

式その他人の知覚によっては認識するこ
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とができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。次号において同じ。）

をいう。次号において同じ。）に記録さ

れた事項 

第１２条第５号 記名及び押印 記名に相当する電磁的記録 

第１７条 口頭 当該落札者の使用に係る電子計算機に備

えられたファイルへの記録 

第１８条及び第１９条第１

項 

７日 １５日 

第２０条第１項ただし書 契約の締結後に返還する 当該落札者から申出があった場合で市長

が適当と認めるときは、契約保証金に充

てるものとする 

３ 前項（同項の表第４条の項、第１８条及び第１９条第１項の項及び第２０条第１項ただし書

の項を除く。）の規定は、第１項の規定により電子情報処理組織を使用して一般競争入札（工

事等に係るものに限る。）を行う場合に準用する。この場合において、前項の表第３条第２項

の項中「入札の期間の初日」とあるのは「開札期日」と、同表第１７条の項中「記録」とある

のは「記録、口頭又は文書」と読み替えるものとする。 

４ 第１３条の規定は、電子情報処理組織を使用して行う一般競争入札については、適用しない。

この場合において、電子情報処理組織を使用して行う一般競争入札に係る入札の方法について

は、市長が別に定める。 

５ 電子情報処理組織を使用して行う一般競争入札に参加する者は、当該者と保証銀行等（銀行

その他市長が相当と認める者をいう。以下この項において同じ。）との間において、当該者に

係る入札保証金に相当する現金を市長の催告により当該保証銀行等が納付する旨の契約（市長

が別に定める要件を満たすものに限る。）が締結されたことを証する書面を市長に提出するこ

とにより入札保証金の納付に代えることができる。 

第３章 指名競争入札 

（指名競争入札参加者の登録） 

第２１条 指名競争入札に参加しようとする者は、市長が指定する期間内に入札参加資格に関す

る申請をしなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があった場合は、遅滞なく当該申請に係る審査を行い、入札参加資格を

有すると認めた者について競争入札参加有資格者名簿に登録するものとする。 

３ 前項の規定による競争入札参加有資格者名簿の登録の有効期間は、市長が別に定める。 
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４ 競争入札参加有資格者名簿に登録されている者は、第１項の規定による申請の内容に変更が

あったときは、関係書類を添えてその旨を速やかに市長に届け出なければならない。ただし、

市長がその必要がないと認めるときは、この限りでない。 

５ 市長は、第１項の規定にかかわらず、特に必要と認めるときは、随時に同項の規定による申

請を受理することができる。 

（指名競争入札参加者の指名及び通知） 

第２２条 市長は、指名競争入札に付するときは、競争入札参加有資格者名簿に登録されている

者のうちから入札に参加する者を原則として３人以上指名するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により指名した者に対して第３条第１項各号（第２号を除く。）に掲げ

る事項を通知するものとする。 

３ 前項の規定による通知をする日と入札期日との間には、少なくとも次の各号に掲げる区分に

応じ、当該各号に定める日数以上の期間を置かなければならない。ただし、やむを得ない事由

がある場合は、第２号及び第３号に定める期間を５日以内に限り短縮することができる。 

（１）予定価格が１件５，０００，０００円未満のもの ３日 

（２）予定価格が１件５，０００，０００円以上５０，０００，０００円未満のもの １０日 

（３）予定価格が１件５０，０００，０００円以上のもの １５日 

（一般競争入札に関する規定の準用） 

第２３条 第２条及び第４条から第２０条までの規定は、指名競争入札の場合について準用する。

この場合において、これらの規定中「一般競争入札」とあるのは「指名競争入札」と、「政令

第１６７条の５第１項」とあるのは「政令第１６７条の１１第２項」と読み替えるものとする。 

（電子情報処理組織による指名競争入札の特例） 

第２３条の２ 市長は、必要があると認めるときは、電子情報処理組織を使用して指名競争入札

（工事等に係るものに限る。以下この条において同じ。）を行うことができる。 

２ 前項の規定により電子情報処理組織を使用して指名競争入札を行う場合における第２２条の

規定の適用については、同条第３項中「入札期日」とあるのは、「開札期日」とする。 

３ 第２１条、前項の規定により読み替えて適用される第２２条及び前条に定めるもののほか、

第１項の規定により電子情報処理組織を使用して行う指名競争入札による契約に関し必要な事

項は、市長が別に定める。 

第４章 随意契約 

（随意契約によることができる場合の額） 

第２４条 政令第１６７条の２第１項第１号の規則で定める額は、次の各号に掲げる契約の種類

に応じ、当該各号に定める額とする。 

（１）工事又は製造の請負 ２，０００，０００円 

（２）財産の買入れ １，５００，０００円 
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（３）物件の借入れ ８００，０００円 

（４）財産の売払い ５００，０００円 

（５）物件の貸付け ３００，０００円 

（６）前各号に掲げるもの以外のもの １，０００，０００円 

（発注の見通しに関する事項等の公表） 

第２４条の２ 市長は、政令第１６７条の２第１項第３号又は第４号の規定が適用される物品又

は役務の調達（以下この条において「適用調達」という。）が見込まれるときは、当該適用調

達の見通しについて、次に掲げる事項をあらかじめ公表するものとする。 

（１）適用調達の名称 

（２）適用調達の概要 

（３）調達の場所 

（４）契約期間 

（５）見積書を徴取する時期 

２ 市長は、前項の規定により公表を行った適用調達について、見積書を徴する相手方を選定し

たときは、速やかに次に掲げる事項を公表するものとする。 

（１）適用調達の名称 

（２）契約期間 

（３）見積書を徴する相手方の名称及び選定理由 

（４）見積書の徴取方法 

３ 市長は、前項の規定により公表を行った適用調達に係る契約を締結したときは、速やかに次

に掲げる事項を公表するものとする。 

（１）適用調達の名称 

（２）見積結果 

（３）契約の相手方の名称及び選定理由 

（４）契約締結日 

４ 前３項の規定による公表は、閲覧所を設け、閲覧に供する方法によるものとする。 

（予定価格の決定） 

第２５条 市長は、随意契約により契約を締結しようとするときは、第７条の規定に準じ予定価

格を定める。この場合において、第１１条の規定による予定価格調書の作成は、その必要がな

いと特に認めるときは、省略することができる。 

（見積書） 

第２６条 市長は、随意契約により契約を締結しようとするときは、２人以上の者から見積書を

徴するものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

（１）契約の性質又は目的により、契約の相手方を特定せざるを得ないとき。 
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（２）災害の発生等により緊急を要するとき。 

（３）前２号に定めるもののほか、市長が２人以上の者から見積書を徴する必要がないと認める

とき。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、見積書を徴することを省

略することができる。 

（１）国又は地方公共団体と契約を締結するとき。 

（２）法令により価格の定められている物品を購入するとき。 

（３）その他市長が見積書を徴する必要がないと認めるとき。 

（契約書の提出等） 

第２７条 契約の相手方は、契約を締結する旨の通知を受けた日から７日以内に契約書を市長に

交付するとともに契約保証金を納めさせないこととした場合を除き、契約保証金を納めなけれ

ばならない。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、その期限を延長することができ

る。 

（電子情報処理組織による随意契約の特例） 

第２７条の２ 市長は、必要があると認めるときは、電子情報処理組織を使用して随意契約の相

手方の決定（工事等に係るものに限る。次項において同じ。）を行うことができる。 

２ 第２４条から前条まで（第２４条の２を除く。）に定めるもののほか、前項の規定により電

子情報処理組織を使用して行う随意契約の相手方の決定に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

第５章 せり売り 

（せり売りにおける入札保証金の額） 

第２８条 せり売りにおける政令第１６７条の７第１項の規則で定める入札保証金の額は、市長

が定める額とする。 

（一般競争入札に関する規定の準用） 

第２９条 第２条、第３条、第５条、第６条、第１３条第３項、第１４条から第１６条まで及び

第２０条（第３項を除く。）の規定は、せり売りの場合について準用する。この場合において、

これらの規定中「一般競争入札」とあり、及び「入札」とあるのは「せり売り」と、「政令第

１６７条の５第１項」とあるのは「政令第１６７条の１４において準用する政令第１６７条の

５第１項」と読み替えるものとする。 

第６章 契約の締結 

（契約書の作成） 

第３０条 市長は、契約を締結するときは、次に掲げる事項を記載した契約書を作成しなければ

ならない。ただし、契約の性質又は目的により必要のない事項については、この限りでない。 

（１）契約の目的 
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（２）契約金額 

（３）履行期限 

（４）契約履行場所 

（５）契約保証金に関する事項 

（６）契約代金の支払又は受領の時期及び方法 

（７）監督及び検査 

（８）債務不履行の場合における遅延利息、違約金その他の損害賠償金 

（９）危険負担 

（１０）契約不適合責任 

（１１）契約に関する紛争の解決方法 

（１２）その他必要な事項 

（契約書の省略等） 

第３１条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、契約書の作成を省

略することができる。ただし、当該契約が役務の調達に係るものであるときは、この限りでな

い。 

（１）契約金額が５００，０００円を超えないとき。 

（２）せり売りに付するとき。 

（３）物品を売り払う場合において、買受人が代金を即納してその物品を引き取るとき。 

（４）随意契約において市長が契約書を作成する必要がないと認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により契約書の作成を省略した場合において、契約の適正な履行を確保

するため特に必要があると認めるときは、当該契約の相手方に当該契約の履行を約した書類を

提出させるものとする。 

（契約保証金の額） 

第３２条 政令第１６７条の１６第１項の規則で定める契約保証金の額は、その者の契約金額の

１０分の１に相当する額以上の額（単価契約にあっては、市長が定める額）とする。 

（電子情報処理組織による一般競争入札により締結する契約に係る契約保証金の額の特例） 

第３２条の２ 電子情報処理組織を使用して行う一般競争入札により締結する契約に係る契約保

証金の額についての前条の規定の適用については、同条中「その者の契約金額の１０分の１に

相当する額以上の額（単価契約にあっては、市長が定める額）」とあるのは、「入札保証金の

額に相当する額」とする。 

（契約保証金の納付の代替） 

第３３条 契約の相手方は、第５条各号に掲げる有価証券その他確実と認められる担保で市長が

定めるものを契約保証金の納付に代えることができる。 

（契約保証金の不納付） 
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第３４条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約の相手方に契約保証金を納めさ

せないこととすることができる。 

（１）契約の相手方が保険会社との間で本市を被保険者とする契約の履行保証保険契約を締結し

たとき。 

（２）契約の相手方から委託を受けた保険会社との間で履行保証契約を締結したとき。 

（３）指名競争入札に参加する資格を有する者と契約を締結する場合において、契約の相手方が

契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

（４）政令第１６９条の７第２項の規定により確実な担保の提供を徴して、延納の特約をすると

き。 

（５）物品の売払契約において、売払代金が即納されるとき。 

（６）随意契約を締結する場合において、契約金額が１，０００，０００円以下であるとき。 

（７）随意契約を締結する場合において、契約の相手方が国、地方公共団体その他公共団体又は

公共的団体であるとき。 

（８）随意契約を締結する場合において、契約の相手方が契約を履行しないこととなるおそれが

ないと市長が認めるとき。 

（権利義務の特定承継等の禁止） 

第３５条 市長は、契約の相手方に契約によって生ずる権利又は義務を第三者に承継させ、又は

担保に供させてはならない。ただし、やむを得ない事由があると認める場合にあっては、この

限りでない。 

第３６条 損害賠償に関しこの規則と定めるところと異なる定めをしたときは、その異なる定め

によるものとする。 

第７章 契約の履行 

（履行期限の延長） 

第３７条 契約の相手方は、その責めに帰することができない事由により契約の履行期限までに

その債務を履行できないときは、当該事由を明記した文書により当該期限の延長を求めること

ができる。 

２ 市長は、前項の請求があった場合において、適当と認めるときは、相当の期間を定めて当該

期限の延長を認めるものとする。 

（部分払） 

第３８条 市長は、契約の相手方が債務の履行を完了する前であっても、債務が履行された部分

に係る代金の全部又は一部を支払うことができる。ただし、工事の請負契約にあっては、契約

金額が１，０００，０００円以上のものに限る。 

２ 前項に規定する支払（以下「部分払」という。）の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める額（前払金が支払われている場合にあっては、前払金額を契約金額で除して得
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た率を債務が履行された部分の代金に乗じて得た額を当該各号に定める額から控除した額）を

超えることができない。 

（１）工事又は製造その他の請負契約（契約の相手方の債務が可分であるものを除く。） 債務

が履行された部分に係る代金額の１０分の９に相当する額 

（２）前号に掲げる契約以外の契約 債務が履行された部分に係る代金額の全額 

３ 部分払の回数は、次の各号に掲げる契約金額の区分に応じ、当該各号に定める回数を超えな

い範囲とする。 

（１）１０，０００，０００円未満 １回 

（２）１０，０００，０００円以上３０，０００，０００円未満 ２回 

（３）３０，０００，０００円以上５０，０００，０００円未満 ３回 

（４）５０，０００，０００円以上１００，０００，０００円未満 ４回 

（５）１００，０００，０００円以上 ５回 

（契約保証金の返還） 

第３９条 契約保証金は、その保証する契約により本市が取得する債権が存続しなくなったとき

に、これを返還する。ただし、本市が公有財産又は物品の売払代金に係る債権を有する場合に

おいて、契約の相手方から申出があり、かつ、当該相手方が当該売払代金の額から当該相手方

が納付した契約保証金の額を控除した金額を納付したときは、市長は、当該契約保証金を当該

債権の弁済に充てることができる。 

第８章 契約の解除 

（契約の解除） 

第４０条 市長は、民法（明治２９年法律第８９号）第５４１条及び第５４２条に定めるものの

ほか、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。 

（１）あらかじめ解除権を留保しておいたとき。 

（２）契約の相手方が政令第１６７条の４第２項第４号の規定に該当したとき。 

（３）前各号に掲げるもののほか、契約の相手方が契約に違反したとき。 

第４１条 契約の相手方は、民法第５４１条及び第５４２条に定めるもののほか、次の各号のい

ずれかに該当するときは、契約を解除することができる。 

（１）あらかじめ解除権を留保しておいたとき。 

（２）本市の都合による契約の変更のため契約金額が当初の額の３分の１以下になるとき又は債

務の履行期間が当初の契約期間の２分の１（当該契約期間の２分の１が６月以上のときは、

６月）以下となるとき。 

（契約解除に伴う措置） 

第４２条 市長は、第４０条の規定により契約を解除した場合は、履行済みの部分に対し市長が

適当と認める金額を交付し、当該履行済みの部分等を引き取ることができる。 
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２ 第４０条（第１号を除く。）の規定により契約を解除した場合において、契約保証金が納付

されているときは、当該契約保証金は、本市に帰属する。 

３ 市長は、第４０条（第１号を除く。）の規定により契約を解除した場合において、契約保証

金が納付されていないとき又は契約保証金の額が契約金額の１０分の１に満たないときは、契

約金額の１０分の１に相当する額又は当該１０分の１に相当する額と既納の契約保証金との差

額を違約金として徴収するものとする。 

４ 前２項の規定にかかわらず、損害の賠償又は違約金について契約で別段の定めをしたときは、

その定めるところによる。 

５ 第２項及び第３項の規定は、その解除の事由が契約その他の債務の発生原因及び取引上の社

会通念に照らして契約の相手方の責めに帰することができないものによるものであるときは、

この限りでない。 

第９章 雑則 

第４３条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則抄 

１ この規則は、平成１５年６月１日から施行する。 

附 則（平成１６年３月１５日） 

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年３月１５日） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１９年３月１５日） 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年３月３１日） 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月２３日） 

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年５月２８日） 

この規則は、平成２４年６月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２４日） 

この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年６月１７日） 

１ この規則は、令和元年７月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の和歌山市契約規則第９条の規定は、この規則の施行の日以後に行う

入札の公告に係る一般競争入札について適用し、同日前に行った入札の公告に係る一般競争入

札については、なお従前の例による。 
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附 則（令和２年３月２５日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の和歌山市契約規則の規定は、この規則の施行の日以後に行う契約に

ついて適用し、同日前に行った契約については、なお従前の例による。 

附 則（令和７年３月３１日） 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

 



和歌山市契約規則第３４条の運用基準 

和歌山市契約規則（平成１５年規則第８３号。以下「規則」という。）第３４条第７号及び第８号の運

用については、次のとおりとする。 

１ 規則第３４条第７号に規定する用語の定義 

（１）「公共団体」とは、土地改良区、水害予防組合のように、普通地方公共団体以外の公法人で一定区

域の一定の資格要件を有する者によって構成されるものをいう。 

（２）「公共的団体」とは、農業協同組合、生活協同組合、赤十字社、青年団のように公共的活動を営む

ものをいい、法人であると否とは問わない。 

次に掲げるものは、公共的団体に含むものとする。 

ア 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律第４９号）第５条に基づ

き認定を受けた一般社団法人又は一般財団法人 

イ 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に基づく社会福祉法人 

ウ 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）に基づく特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人） 

２ 規則第３４条第８号を適用できる条件 

次に掲げる事項をすべて満たすとき又は契約の相手方が契約を履行しないこととなるおそれがないと

市長が特に認めるとき。 

（１）過去２箇年において次に掲げる税目のすべてについて未納の額がないことを納税証明書の提出によ

り確認することができたとき。 

ア 法人税又は所得税、消費税及び地方消費税 

イ 市民税又は法人市民税及び固定資産税 

（２）過去２箇年の間に国（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契

約を締結し、かつ、これを誠実に履行していること。 

附 則 

この基準は、平成１６年４月１日から施行する。 

  附 則 

この基準は、平成２４年７月１日から施行する。 


